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Ⅰ．はじめに
　わが国の社会福祉施策は、ここ数年大きな展開をみせている。2015（平成 27）年に厚生
労働省（以下、厚労省）は「誰もが支え合う地域の構築に向けた福祉サービスの実現 ‐ 新
たな時代に対応した福祉の提供ビジョン ‐ 」を公表し、福祉ニーズの多様化・複雑化を
踏まえて分野横断的な地域包括支援体制を確立する方向性を示した（厚労省 2015）。また、
2016（平成 28）年には、「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部を設置し、これまでの制度・
分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様
な主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つ
ながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく「地域共生
社会」の実現を目指すことを示した（厚労省 2017a）。
　他方、精神保健医療福祉分野においては、これまでの「入院医療から地域生活中心へ」
という国の政策理念をさらに発展させた「精神障害者にも対応した地域包括ケアシステム
の構築」が掲げられ、精神障害者が地域の一員として自分らしい暮らしを実現できるよう、
日常生活圏域、市町村、障害保健福祉圏域において重層的な連携による支援体制を構築し
ていくことが示された（厚労省 2017b）。このような一連の動向を踏まえると、精神障害者
の社会的入院の解消を目的に国家資格化された精神保健福祉士（以下、PSW）には、精神
障害者の退院支援とともに、地域住民等の多様な人々と協働しながら精神障害者が安心し
て暮らせる地域づくりを押し進めることが求められ、そのための力量の向上が必要となる。
* 人間科学科 助教
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　そもそも PSW には、精神保健福祉士法第 41 条の 2 に「資質向上の責務」が規定されて
いることから、養成教育を経て資格取得後の長き職業人生において、自らの知識や技能の
向上に努め続けなければならない。これは、クライエントの生活支援を行う PSW にとって、
支援の方法に唯一の正解があるわけではなく、クライエントの個別性を踏まえた柔軟な支
援を考えなければならないからである。また、こうした日々のミクロレベルの支援の蓄積
から、クライエントの問題を社会化する視点を持つと共に、社会情勢の動向や現状の制度・
サービスが目の前のクライエントの生活に与える影響を分析する力も求められる。こうし
たことから、PSW の専門職としての学びの射程はミクロレベルからメゾ・マクロレベルに
及ぶ特性があるといえる。
　このような PSW の学びの特性があるにもかかわらず、資格取得後の現任者への教育体
制は十分に確立し、機能しているのであろうか。筆者は PSW の職能団体において研修の
企画・運営に携わっているが、研修に参加する顔ぶれは固定化し、決して多いとはいえな
いと感じている。また、若い PSW からは「卒業後はどこで何を学べばいいでしょうか」
といった質問を受けることも少なくない。そこで、本稿では、PSW 現任者の学びを支える
体制と取り組みを概観した上で課題を示し、今後の PSW 現任者に対する学習論の発展の
必要性について論じることを目的とする。
Ⅱ．現任者の学びを支える体制と取り組み
１．研修体制の枠組み
　PSW を取り巻く研修等の学びの体制を整理するにあたり、必要となる枠組みについてま
ず提示したい。
　加登田（2003）は専門職養成の立場から、ヒューマン・サービスに関わる専門職は基本
的な専門知識の取得を前提として、実習、さらには実際の職務体験を重ねることによって、
自らを「使える道具」として活用できる実践者となると述べ、福祉専門職における継続教
育（現任教育）を①職場内研修、②行政主体による職員研修、③社会福祉協議会・施設種
別協議会等による研修、④職能団体による現任訓練、に分類している。
　また、企業における人材育成の観点からは①研修、② OJT（On the Job Training）、③
自己啓発、の 3 つのカテゴリーに分類する立場もあり、ここでの①の研修は Off-JT（Off 
the Job Training）とも呼ばれ、職場や仕事から離れた場で行われる教育訓練のことを指し、
③の自己啓発は、従業員が自発的に読書や e-Learnig、資格取得などを通して自己学習する
ことを指している（中原 2014；34-35）。
　前者は学びの提供主体に焦点を当てた分類であり、後者は学びの方法に焦点を当てた分
類となっている。このように様々な分類があることから、本稿では学びの提供主体に焦点
を当てることとし、枠組みを①職場内教育、②養成校・自主勉強会等による研修、③職能
団体・行政等による研修、の 3 つの体制とし整理を進めていく。
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２．職場内教育
　わが国の PSW は、独立した事務所の開業など一人で活動するものを除き、何らかの組
織に所属することでソーシャルワークを行っている。そこで、職場内において PSW の学
びを支える取り組みを先行研究から概観する。
　川口（2007）は、自機関（井之頭病院）での実務を通した教育を OJT と位置付け、新人
を最低 3 年間相談室に配属し、実務経験を積んだ後に他部署へ異動するシステムについて
紹介している。相談室では、就職後 2 ヶ月間は担当業務をもたず、院内各部署や近隣の他
機関を実習で回り、諸資源の機能を知り、実務上の連携に役立てている。また、チェック
リスト方式の実務研修項目に沿って、先輩 PSW から電話や初診インテーク面接、障害年
金や生活保護等の知識を学ぶ。この他にも、病棟担当時の先輩 PSW による 2 年間の指導
担当制、広報誌「相談室だより」編集を通じた制度等の理解と説明の仕方、文章の書き方
を学習する。また、月に 1 回 30 分、迷いや葛藤を言語化するグループワークを行いソーシャ
ルワーカーになっていく過程をサポートしている。
　門屋（2007）は自機関（帯広ケア・センター）における毎朝のスタッフミーティングや
地域機関との「生活支援会議」、「ケアマネジメント会議」を OJT と位置付けている。会議
は門屋の意見・主義を伝える重要な場であり、個別援助の検討や必要に応じたミニ講義な
どが行われ、業務の意味するところを教える教育的な OJT が行われている。
　嶋村（2008）は、新人 PSW が業務に追われ、ソーシャルワークの視点に根付いた自身
の行動のふりかえりが行われていない状況を鑑み、PSW 業務をバックアップする体制を整
えるため、自機関（精神科病院）において新人PSWへのスーパービジョンを行っている。スー
パービジョンは週に 1 回、支持的および教育的機能を主とした個別スーパービジョンの方
法で行われている。スーパービジョンの期間が明記されていないため詳細は不明であるが、
スーパーバイジーは時間の経過とともに具体的な業務内容や動きの把握を理解し適した動
きが可能になっていくが、コミュニケーション能力や問題処理能力については飛躍的な変
化はみられなかったと嶋村は報告している。また、PSW 同士による定期的なケース検討会
がソーシャルワーカーとしての気づきを促す上で有効であり、支援計画や方向性のみの検
討ではなく、PSW としての視点や対人援助技術に関しても、互いに点検し高めあうような
場にすることが重要であると述べている。
　このような職場内教育を実施している組織においては、実務を通じた OJT やスーパービ
ジョン（以下、SV）が体系的になされていることが分かる。しかしながら、この状況は全
ての組織に当てはまるものであろうか。東京精神保健福祉士協会が会員に対して行った「研
修ニーズと業務状況に関する調査」（回答者数 193 人：回収率 39.4％）によれば、職場内
に SV 体制が整っているか尋ねたところ、「いいえ」と回答した方が 141 人（73.8％）にの
ぼっている。また、職場外の助言者等の協力を得て、職場内に SV 体制が整っているかを
尋ねたところ、「いいえ」と回答した方が 149 人（78.0％）にのぼる結果となり、いずれに
しても組織内において、SV 体制が整っていない現状が明らかになっている（東京精神保
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健福祉士協会 2017）。この他、岩永・辻丸・大西ら（2005）の養成校卒業生を対象にした
調査や今橋・高久（2007）の医療ソーシャルワーカーを対象にした調査でも組織内におい
て SV が不足していることが報告されている。このような現状を踏まえると、組織内にお
いて体系化された OJT や専門性を高めるための SV の提供は組織によって相当のばらつき
があると推察される。
３．養成校・自主勉強会等による研修
　次に、所属組織を離れて、職場外で PSW の学びを支える取り組みについて紹介する。
先行研究の整理から、養成校の教員が卒業生に対して行う卒後教育、養成校の教員らが中
心となって地域の現任者の学びを支援する取り組み、現任者の自主的な勉強会、の３つに
分けて概観する。
（１）養成校の教員による卒業生に対する取り組み
　深谷・井上・渡辺（2004）は、新任職員が現場で遭遇するリアリティ・ショックから、
大学に悩みを持ち込むことが多い状況を鑑み、立正大学第１期卒業生に呼びかけを行い、
サポートグループを形成している。2 か月に 1 度、1 時間から 1 時間半程度の時間をかけて
職場での悩み、実践上での迷い等を語ってもらっている。この経験から養成校が何らかの
定期的（安定的）なサポート体制やスーパービジョンを提供する必要性を論じている。
　宇都宮（2004）は、2000 年 2 月より卒業生（東海女子大学：現在は東海学院大学）のニー
ズを受け、「しなう竹」と呼ばれる研修会を発足している。この会は、卒業生が 2 ヶ月に 1
度母校に集まり、相互サポートによる燃え尽き予防とソーシャルワーク専門職としての卒
後教育を目的として活動している。メンバーは様々な分野のソーシャルワーカーで構成さ
れ、事例検討や面接技術向上の訓練、文献学習などが行われ、必要に応じて個人 SV も導
入されている（宇都宮 2005）。
　末崎・大西・岩永ら（2006）は、久留米大学社会福祉学科精神保健福祉士コース卒業の
新人PSWの卒後現任者教育研修のロール・モデル構築を目的に、久留米大学精神科ソーシャ
ルワーカー協会（以下、KUPA）を立ち上げている。KUPA は 2004 年 4 月からクローズ
ドな自助的なグループ活動（情報交換と悩みの共有・共感を目的）を開始し、2006 年 4 月
に①卒後教育研修、②会員間のネットワーキング、③会員のための研究調査、の 3 つを目
的とした組織化を図っている。組織化の過程において、KUPA での臨床ソーシャルワーク
の実務研究会の運営に向け、パイロット・モデルとしてソーシャルワーク実務研究会（以下、
S 研）を立ち上げている。この S 研はその後、KUPA の中核をなす卒後研修プログラムと
なり、職場での適応（臨床への還元）と専門職としての役割遂行、援助内容の充実を図る
ための一助となることを目的としている。S 研は職場紹介、最近の話題、学年別グループワー
ク、課題別グループワークをワン・セットとした 2 時間程度のプログラムであり、グルー
プワークに重きを置いている。
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　井上（2010）は、先行調査（松永・井上 2004）の知見から得た「教育機関における実習
期間中の SV 体験の有無が SV を受けようとする志向の涵養において鍵となっているので
はないか」との仮説を検証するため、経験 3 年未満の PSW、3 グループ 9 名へフォーカス・
グループ・インタビューを実施している。その結果、卒後教育として SV を希求するか否
かについては、先行調査（松永・井上 2004）の知見に加えて、実習期間中に SV を必ずし
も養成校で体験しなくとも、配属実習先において SV を体験したことがあるという初任者
も卒後教育のニーズとして SV を表明した。このことから井上は、SV への自己指示的な態
度は、養成教育中あるいは職場内での初任者教育中に涵養していくことが重要と考え、目
白大学において「精神保健福祉援助実習Ⅱ」という授業を「グループスーパービジョン」
と位置づけて実施している。
　田村（2015）は、卒業後に相談にくる学生への個別的な対応のみではなく、卒後の専門
教育の一環として SV の機会や卒業生間の横のつながりを構築する場の提供として、人間
福祉スーパービジョンセンタ （ー以下、SVC）を聖学院大学に開設している。契約に基づき、
月に 1 回程度、個別やグループによる SV を提供することで、卒業生がエンパワメントされ、
職場への定着支援（早期離職の抑止）に通じていると報告している。
（２）養成校の教員を中心とした地域の現任者に対する取り組み
　室田（2002）は、鹿児島県の大学赴任時に立ち上げた研究会について報告している。当時、
県内の現任研修が少なかったこと、卒業生が増加していた背景を踏まえ、卒業生を含む様々
な機関で働く現任者（多職種）を対象に月に 1 回、援助技術、援助の視点・価値観などを
事例研究を通じて学ぶことを目的とした研究会を実施した。事例研究は参加者によるピア・
グループ・スーパービジョンを基本に行い、室田が最後に全体のスーパーバイズを実施し
ている。この研究会の成果として、参加メンバー同士の相互作用によって参加メンバー個々
の洞察を深め合うことができた一方で、日常的な現任研修体制の不備や専門職としての基
本視点の欠如、ソーシャルワークの展開過程がみえない等の課題も浮き彫りになったこと
を報告している。
　山口（2011）は、多くの者が SV を受けることができない状況に鑑み、山口を含む 3 名
が世話人（現場経験のあるソーシャルワーカー養成教育に携わる者）となり、医療福祉領
域のワーカー等を対象とした継続的な SV を提供する組織「ソーシャルワーク・サポート
センター名古屋（以下、SSN）」を 2006 年 4 月に設立している。SSN では、10 回もしくは
5 回のセッションを 1 クールとして個別スーパービジョンを行い、月 1 回程度の頻度で事
例を素材にスーパーバイジーが設定した事柄を検討している。山口は SSN のような職場外
個別 SV が、スーパーバイジーにどのような影響を与えているのかを明らかにすることを
目的として、SV 修了者 3 名（MSW）に半構造化インタビューを行っている。その結果、
①継続的な職場外個別スーパービジョンは、スーパーバイジーが職場での抑制から解放さ
れることで内面と実践に変化をもたらし、専門職としての意識を高めること、②職場外個
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別スーパービジョンは、職場内スーパービジョンの代替策としてではなく、独自の利点を
もった支援としてスーパーバイジーに選択されていること、③職場外スーパービジョンの
経験は職場内も含めた他の支援を積極的に活用する方向へソーシャルワーカーを向かわせ
る誘因になっていたこと、が明らかにされている。
　また、先述した田村（2015）の聖学院大学における SVC の活動は、卒業生のみではなく、
近隣の福祉施設等の現任者にも門戸を広げ、初任者からベテランまで幅広い現任者が SV
を利用し、その数は増えていると報告している。
（３）現任者の自主的な取り組み
　望月・加藤・鈴木ら（2016）は、法人内の PSW の有志で書籍（バイステックの『ケースワー
クの原則』）を用いたピア・スーパービジョンを実施している。日々の実践を通した葛藤等
をピア同士の関係性のなかで書籍を通して外在化することは、関係性をより意識したかか
わりへの気づきが生まれると報告している。
　同様の取り組みとして、浅沼・坂入（2017）の読書会がある。職場が異なる PSW の有
志で集まり、主に対人援助に関する原則や理論についての書籍を通じた対話の場について
報告している。書籍を読んだうえでの所感と実践体験を省察し、読書会の場で自由に語り
合うスタイルをとっている。職場から離れることにより、職場の立場から解放され、一個
人としてソーシャルワーカーとしてのアイデンティティを再確認できること、対話を通し
て視点や価値観が広がる効果があることを報告している。
　以上のことから、職場外で PSW の学びを支える取り組みの特徴としては、養成校の教
員が卒業生等の依頼を受け、卒業生や地域の現任者に対して個別またはグループによる
SV 等の支援を提供していたり、現任者同士で書籍を用いた実践の振り返り等を行ってい
ることが明らかになった。しかしながら、このような取り組みは組織によって体系的にな
されているというよりも、教員個人や現任者の熱意と自主性に依るところが多く、量的確
保の面が課題となるであろう。
４．職能団体・行政等による研修
　続いて、職能団体や行政等が提供する研修について取り上げる。
　まず、行政等が提供する研修についてであるが、詳細な先行研究は見当たらないものの、
精神保健福祉センターや社会福祉協議会を中心に毎年体系的な研修が実施されている。例
えば、東京都立中部総合精神保健福祉センター（2018）では、特別区・島しょ又は全都の
精神保健福祉活動に従事する職員等を対象に、精神保健福祉に関する最新情報の提供と対
人援助技術の向上を図ることを目的として研修を実施している。また、東京都社会福祉協
議会（2018）では、東京都内で社会福祉事業に従事する人を対象に援助技術の向上や経営
など非常に多岐にわたるテーマで研修を実施している。このような行政や社会福祉協議会
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が提供する研修は PSW に限定するものではなく、社会福祉の仕事に従事するものを対象
に現場で必要とされる知識や技術の向上を目的に行われている特徴がある。
　一方、対人援助領域における専門職能団体は、社会的要請に応えるために、会員に対
して生涯研修の体系化とシステム化によって組織的に支援する体制を整えている（石川
2007）。ここでは、PSW の職能団体に焦点を当て、研修体制と取り組みを概観する。
　1964 年に設立されたわが国における PSW の全国組織「日本精神医学ソーシャル・ワー
カー協会（現、日本精神保健福祉士協会）」（以下、日本 PSW 協会）は、PSW 現任者の資
質向上のため全国レベルで 1981 年より「PSW 初任者研修会」、1993 年より「PSW 中堅者
研修会」を開始している。これらの研修体制はその後再編成を経て、2008 年度より生涯研
修制度が開始された。この制度は日本 PSW 協会内に研修センターを設置し、一定の研修
修了者を「研修認定精神保健福祉士」として認定し、5 年ごとの更新制を導入した制度で
ある。制度創設の背景には利用者や国民からの信頼を高め、政策的課題への取り組みの一
環として時代の要請に応える人材育成の充実を専門職団体の社会的責務として捉えたこと
にある（田村 2009）。
　生涯研修制度は、会員を対象にした積み上げ式の「基幹研修（Ⅰ～Ⅲ）」、非会員も受講
可能な社会的要請の高いテーマを取り上げた「課題別研修」、協会認定のスーパーバイザー
と成年後見人を養成する「養成研修」から成る。
　こうした研修制度の開始と共に、田村（2009）は生涯研修に関する課題として、①全て
の会員が参加しやすい研修機会の拡充、②団体に所属する PSW のみを対象とした認定制
の意義の再検討、③集合形式での座学と演習等で構成される研修方法、を挙げている。
　次に都道府県レベルの職能団体の研修体制と取り組みを見ていく。
　日本 PSW 協会北海道支部は 1981 年に設立され、同じ道内で活動する PSW の交流と研
鑽の場として全道規模での研修会を年 1 ～ 2 回開催していた。支部研修としては、1989 年
から「宿泊研修」の企画・運営を道内各地の PSW に依頼している。これは運営を通じて
地元での連携が活発になるきっかけとなった。現在、支部では「ブロック制」を導入し、
広範囲にわたる会員をカバーしている。その後、時代の変化とともに、新人向け研修の開催、
研修システムの体系化に向けた取り組みも始まっており、今後は会員の増加による研修規
模の拡大、企画内容等の検討、少人数での研修運営の負担が課題となっていると報告して
いる（佐藤 2003）。
　愛媛県精神保健福祉士会（以下、愛媛県会）は、「一人一役」を実施し、すべての会員が
愛媛県会の活動に参加できるようになっている。会員は基礎研修部会、研鑽研修部会、広
報出版部会、地区例会部会、会計、事務局のいずれかに所属し活動を行う。このシステム
により、会員は主体的に愛媛県会活動に参加し、組織運営に取り組んでいくことを通じて
自己研鑽を行う。すなわち愛媛県会の活動自体を研修ととらえ、PSW としての資質・能力
の向上を図れるようにしている（宮中 2007）。
　大阪精神保健福祉士協会（以下、大阪 PSW 協会）の研修制度は月例会、初任者勉強会、
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夏季合宿、新人業務研修会、中堅者研修会の 5 つから構成されている。今後、会員数の増
加や社会情勢の変化などを踏まえ、研修会の目的・意義の再検証や研修会のあり方の検討
が課題であるとしている（上田 2007）。
　東京精神保健福祉士協会（以下、東京 PSW 協会）は、1969 年に発足した多摩 PSW 研
究会（自主的研究団体）から改組を経て発展し、会員にむけたソーシャルワーク実践講座
の他、自殺対策委員会や権利擁護委員会などの委員会活動が研修を企画し、活動している。
また、先述したが 2015 年に「研修ニーズと業務状況に関する調査」を実施し、会員の経験
年数に応じた階層的な研修体系を構築し、専門職としての水準の向上を図っている（坂入・
宮井・田保・他 2018）。
　このように職能団体による研修体制は社会的要請に伴い、体系化が進められている一方、
団体運営を担う人的資源が限られていることや地理的利便性の問題などから会員数の増加
に対して十分な量の研修を提供できていないことが課題であろう。また、日本 PSW 協会
の組織率の低さも問題である。2018 年 10 月 19 日時点における協会の構成員は 11,530 人と
なっているが（公益社団法人日本精神保健福祉士協会 2018）、公益財団法人社会福祉振興・
試験センター（2018）によれば　2018 年 9 月末時点での PSW の資格登録者数は 82,481 人
となっている。全ての有資格者が PSW として勤務しているわけではないが、勤務してい
ない人を含めて組織率は 14％である。職能団体に所属していない PSW に対して、職能団
体の研修体制をどのように位置づけるのか等の問題も残されている。
　以上、現任者の学びを支える体制としての職場内教育、養成校・自主勉強会等による研修、
職能団体・行政等による研修の取り組みについて概観し、課題に触れた。次項でこれらの
学びの特徴や関係性について考察を進めていく。
Ⅲ．考察
１．学びを支える体制の特徴
　現任者の学びを支える体制としての職場内教育、養成校・自主勉強会等による研修、職
能団体・行政等による研修の 3 つにはそれぞれ特徴がある。
　まず、職場内教育は、業務を通じた学びであることに特徴がある。すなわち、組織に雇
用されている PSW は、学びの主体である PSW の意思にかかわりなく、組織から業務遂行
のための力量の向上を求められる構造にあるといえる。組織から求められる業務を遂行す
ることとソーシャルワークはイコールではない。だからこそ、先述の職場内教育の取り組
みのように、ソーシャルワークの視点に基づいた業務の展開や改善ができるよう PSW に
よる SV などが位置付けられてきたと考えることができる。しかしながら、近年の PSW の
実践現場においては、制度や規定のサービスの運用のために求められる「業務」をこなす
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だけで、PSW としての役割を果たしていると誤って認識してしまう傾向が強まり、このよ
うな状況は、決して本来のソーシャルワーク実践とは言えないと警鐘を鳴らす立場もある
（井上 2017）。
　こうした実践現場の変容の背景には、近年の精神保健福祉や障害福祉制度の変遷により
PSW の業務が法律に規定された影響が大きい。例えば、診療報酬制度においては、精神科
救急入院料病棟に代表されるように PSW の病棟配置が規定されたり、精神保健福祉法改
正により 2014（平成 26 年）からは医療保護入院者に「退院後生活環境相談員」の選任が
義務付けられ、システム化された退院支援に伴う事務作業の増加に医療機関の PSW は多
忙を極めている。一方、地域の障害福祉サービス事業所においても、障害者自立支援法以
降の障害福祉サービスの再編成と報酬単価の設定により、経営的視点も意識した事業所運
営に追われている状況にある。
　このような状況に対し、日本 PSW 協会は、2014 年に『精神保健福祉士業務指針及び業
務分類第２版』（公益社団法人日本精神保健福祉士協会 2014）を公表し、PSW が職場の業
務を PSW の価値と理念、包括的視点から再構成できるよう業務指針の普及啓発に取り組
んでいる。
　以上のことから、職場内教育では、組織から求められる業務や制度に規定された業務を
遂行するための教育が優先される傾向があり、その傾向は今後も加速することが予測され
ることから、PSW の価値や理念といった専門性に基づいて業務を再構成する力量の涵養が
求められているのではないだろうか。
　他方、養成校・自主勉強会等による研修の特徴は、第一に PSW の主体的な学びである
ことにある。そこには強制性がないため、職場外の場で何か学ぼうとするかどうか、学び
への志向は PSW に任されていると言っても過言ではない。そういう意味では、学びへの
動機付けが重要となると考える。第二の特徴としては、学びの方法が職場における業務や
実践といった自身の経験を踏まえた振り返りとなることが多いことである。先述の取り組
みを見ても明らかなように、養成校・自主勉強会等による研修は、卒業校の教員や有志に
よって事例検討や SV といった方法がとられている。このような学びの方法は集合型研修
と異なり、安心できる恩師や気心知れた同級生・仲間と少人数で学べることに意義があり、
自身の経験を出しやすいといった利点がある。また、自身の経験を客観的に振り返るため
には、職場の立場や役割から距離をとることが重要であると言われていることからも（田
村 2015：坂入・浅沼 2016）、養成校・自主勉強会等による研修はこのような利点を踏まえ
たうえで活用することが重要である。
　一方で、このような養成校・自主勉強会等による研修の環境が周囲にない人も多く、ま
たあったとしても、そのような場に参加する人は意識の高い人に限られる傾向になり、参
加したい意向はあったとしても、なかなかそこに参加する時間的・体力的な余裕がない人
も多いといった限界もあるだろう。ソーシャルワークがクライエントのニーズを踏まえて
社会資源を創出するように、PSW も自らの学習ニーズを踏まえて、職場外学習の場を作り
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出すことも必要な姿勢ではないだろうか。
　次に、職能団体・行政等による研修のうち、職能団体による研修の特徴について述べる。
先述した日本 PSW 協会の生涯研修制度に代表するように職能団体による研修は主に団体
に加入したPSWを対象とした集合型研修として提供されることに特徴がある。その内容は、
職務に関する知識・技術ならびに倫理の向上を図ることを目的としたものであり、PSW の
活動と協会の歴史、PSW の専門性の理解、現状に対する批判的視点の涵養などが盛り込ま
れた積み上げ式の研修である。特に、日本 PSW 協会は専門性に基づく「かかわり」を重
視しており、そのための視点として、自己決定の尊重、権利擁護、人と状況の全体関連性、
生活者視点の 4 つを掲げ、研修に盛り込んでいる（公益社団法人日本精神保健福祉士協会
2013；14 ‐ 20）。このような研修内容は PSW としての資質を維持するために重要な内容
であるが、集合型研修の中でも演習などを伴わない講義形式の研修は特に、講師から受講
者に向けた一方向的な情報の伝達にならざるをえない限界がある。
　このような限界に対し、日本 PSW 協会は、2003 年から認定スーパーバイザーの養成に
取り組み、職場内の人材育成に留まらず、地域ネットワークにおけるスーパーバイザーと
しての役割遂行を求めているが、そのための十分な人数と取り組みの実施には課題が山積
している（田村 2015）。
　また、協会に加入しなくても PSW として働くことが可能である現状において、日本
PSW 協会が生涯研修制度の意義と効果を明確に示していくことは無論のこと、どのような
PSW を育成しようとしているのか、そのロールモデルと育成のプロセスを社会に提示して
いくことが求められよう。現在、日本 PSW 協会は、「精神保健福祉士の資質向上のあり方
検討委員会」を設置し、資質向上のステップアップのプロセスを示すキャリアラダーの開
発に取り組んでいることから、今後の完成を期待したい（岡田・栗原・大塚・他 2018）。
　以上、現任者の学びを支える 3 つの体制の特徴について考察した。それぞれの体制の特
徴を踏まえたうえで、現任者の学びをどのように捉えていくべきなのかについて考察を続
ける。
２．3 つの体制の相補的関係と学習の視点
　これまで現任者の学びを支える 3 つの体制の特徴について述べてきたが、それらの関係
をどのように捉えるとよいだろうか。その手がかりとして、浅野（2017）のナレッジベー
スに関する論考を援用したい。ナレッジベースとは、ソーシャルワーカーが支援場面の文
脈に応じて専門職として判断を行う際にどのような形態の知識を基に判断するのかを指
す用語であり、フォーマルナレッジとインフォーマルナレッジに大別することができる。
フォーマルナレッジが、科学的な方法で確立され、明示的な形で表される知識を指すの
に対して、インフォーマルナレッジは、様々な個人的経験に基づき暗黙の形を取るため、
フォーマルナレッジのように明示化することが難しい知識を指す（浅野 2017）。浅野は欧
米のナレッジベースに関する先行研究をレビューした上で、実際の支援場面では、フォー
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マルナレッジは特定の文脈に合わせるためにインフォーマルナレッジと組み合わされ、適
宜変更されることから、フォーマルナレッジとインフォーマルナレッジを相反するもので
はなく、相補的なものと捉えることの重要性を述べている。
　この論考を、学びの 3 つの体制の関係性の理解に援用するならば、養成教育における知
識や職能団体・行政等が研修等で提供する知識はフォーマルナレッジに近い。自然科学に
おける科学的な方法で立証された知識とは言えない側面もあるが、ソーシャルワークの諸
理論や原則は PSW のアセスメントや介入時の判断の根拠となる知識として共有されてい
る。一方、職場における業務を通じて PSW はさまざまなクライエントとかかわり、クラ
イエントを取り巻く環境へ働きかける経験をもつ。その経験は１つとして同じものはなく、
その場その場で PSW はクライエントやクライエントを取り巻く状況（環境）と対話しな
がら省察的に実践している。こうした実践の積み重ねにより得た知識がインフォーマルナ
レッジと言えるだろう。この両者はどちらか一方が必要なわけではない。浅野の論考を踏
まえれば、理論に代表されるフォーマルナレッジは、PSW のアセスメントや介入において
一定の枠組みと方向性を指し示す道標となり、個別性の高い生活支援の場面においてその
まま適用するのではなく、PSW に蓄積されたインフォーマルナレッジと組み合わされて活
用されていると理解できよう。
　こうした論考をもとに、改めて PSW の学びを支える 3 つの体制を捉えなおすと図１の
ように関係性を整理することができよう。
図１　3 つの体制の相補的関係
　PSW は組織に所属しながら業務遂行の力量向上のための職場内教育を受ける。組織に
養成校・⾃主勉強
会等による研修
職場内教育
職能団体・⾏政
等による研修
精神保健福祉⼠
－ 54 －
武蔵野大学人間科学研究所年報第 8号
よっては、ソーシャルワークの専門性に裏打ちされた業務を遂行できるよう SV 体制など
が整備されているが、SV の有無にかかわらず PSW は組織のなかで業務を通じて様々な知
識や技術を学んでいる。そして、PSW は日々のミクロレベルの実践を積み重ねながら、実
践の振り返りの場として養成校・自主勉強会等による研修を主体的に活用することができ
る。また、行政等の研修を活用することで、実践上必要となる知識や技術の向上をはかり、
職能団体の生涯研修制度等を活用することで、PSW として必要となる知識（価値や理念を
含む）・技術ならびに倫理の向上を段階的にはかりながら、ミクロレベルの実践とメゾ・マ
クロレベルの事象とをソーシャルな視点をもって捉える力量を養うことになる。このよう
に学びを支える 3 つの体制を相補的に捉えることにより、職場内教育を核としながら、養
成校・自主勉強会等による研修や職能団体・行政等の研修を活用することで、射程の広い
PSW の学びを現任者へ提供することができるのではないだろうか。
　また、このような相補的な学びの体制をより活用していくためには、学びの主体である
PSW の側に立った学びの方法やプロセスの提示、すなわち「学習」の視点に立脚した議論
が必要ではないだろうか。
　PSW 養成課程に在学中は国の指定したカリキュラムに沿って、標準的な学びが担保され
ている。しかし、資格取得後の現任者に対しては、資質向上の責務などで学び続けること
の必要性は強調されるものの、その学びについての保障はなく、一個人に任されている現
実がある。そして、職能団体や養成校からは現任教育・卒後教育の必要性が叫ばれている
ものの、それは「教育」の視点、すなわち学びを提供する側の視点からの議論になってい
ると感じる。
　先の井上（2017）が述べていたように、PSW の実践が制度の枠組みのなかで業務化して
いる現実に加え、岩本（2017）は機関の機能分化による「分業化」と表現し、従来クライ
エントの多様なニーズに柔軟に対応してきた PSW が、所属する機関などによって、支援
の内容や時間を限定されてきている状況にあることを述べている。こうした時代にある今
こそ、学ぶ側の PSW に対し、我が国の PSW が目指すべき方向性を示し、動機付け、その
ためにどのような力量を身につけていく必要があるのか、それはどのような方法・場で学
ぶことができるのか、といった学習の全体像を示す学習論を発展させていくことが PSW
の主体的な学びを保障することにつながるのではないかと考える。そして、学習の主体者
である PSW が学びのポートフォリオを蓄積していくことが重要である。ポートフォリオ
とは、「自身の学習内容や成果物をひとまとめの文書、書類ケースに綴っておくこと」の意
味であり、今日では、教育、キャリア形成などの分野で人材開発のツールとして用いられ
ている。このようなポートフォリオをソーシャルワークの人材育成に応用することで、次
なる学習のステップや新たな専門職としての力量形成へ向かうサイクルを推進することに
役立つとされている（井上 2017a）。このような「学習」の視点からの議論は、決して学び
を提供する「教育」の視点を批判したものではない。そもそも、教える側からの「教育」
と学ぶ側からの「学習」とは表裏一体な関係にあるといえるだろう。学び続けることは重
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要だが、経済的な理由で職能団体へ加入できない PSW や地域性の問題などで多様な学び
へのアクセスが困難な PSW もいるだろう。PSW のライフコースの観点に立てば、様々な
学びの体制を整備し、学ぶ方法を開発していくことも必要である。そのような大局的な視
点に立った学習論を発展させていくことは、PSW 全体の質の向上につながるものと考える。
Ⅳ．おわりに
　本稿では、PSW 現任者の学びを支える取り組みを概観し、3 つの体制の相補的関係性に
ついて提示した。また、学びの主体である PSW の側から学習論を発展させていくことの
問題提起をした。
　今後の課題であるが、学びを支える取り組みに関する先行研究（実践例）が少なく、ま
だ文章化されていない効果的な取り組みが現場で行われている可能性もある。今後はその
ような取り組みを発掘し、共有することで学習論の発展につなげていきたい。
　また、3 つの体制の相補的関係性を基にした学習論を発展させていくためには、それぞ
れの体制でどのような学びを得ているのか、より詳細に検証し、実証的な研究を進める必
要がある。例えば、組織における職場内教育では、SV の方法をとらなくても、業務を遂
行する過程で上司や同僚から様々な学びを得ているはずであり、どのような性質の学びを
得ているのか研究する意義がある。また、養成校・自主勉強会等による研修では、参加の
自由度が高いゆえに、どのような要因が参加に影響を与えているのか検証する必要がある。
職能団体や行政等による研修も現状では任意の参加によるが、社会的な要請による認定制
の強化や職場内教育の一環としての位置づけなど、利用の性質の変化も予期される。
　このような今後の課題を踏まえて、さらに研究も進めていきたい。
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